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報 告

フィンランドにおける子どもの

虐待予防のための育児支援

一看護i職による活動を中心に一

鈴木香代子1），岡光　基子2），廣瀬たい子2），大久保功子3）

〔論文要旨〕

　本報告では，フィンランドにおける乳幼児の虐待予防のための育児支援システムと看護職による取り組みを明ら

かにし，わが国における虐待予防対策のあり方について検討することを目的とし，2回の訪問調査を実施した。フィ

ンランドでは，乳幼児の虐待予防において，ネウボラを基盤とした公的母子保健サービスシステムが非常に重要な

役割を果たしており，そこでは看護職が中心となって育児支援が実践されていた。本調査より，わが国での虐待予

防対策として，既に整備されている母子保健システムを基盤とした地域における支援体制を強化していく必要性が

示唆された。また，虐待予防のための看護支援として，親子の関係性や愛着に着目した育児支援だけではなく，子

どもとその家族全体を捉えた育児支援の重要性が示唆された。

Key　words：フィンランド，子育て支援児童虐待，乳幼児精神保健

1．はじめに

　北欧型社会福祉国家の1つであるフィンランドは，

国際競争力，持続的な発展，汚職のなさ等の国際比較

において，世界的にも高い評価を得ている。この数十

年の多様な社会改革が，フィンランドを強い競争力と

高い生活水準を誇る国家へと押し上げてきた。教育・

政治・経済のみならず，保健医療分野においても社会

改革が行われており，フィンランドは，ヨーロッパ内

で3番目に医師数が少ないにもかかわらず乳幼児死亡

率を非常に低い水準まで引き下げてきた。それは，公

的母子保健サービスシステムの発展と保健師・助産師

をはじめとする看護職の活躍によるものとされてい

る1）。また，フィンランドは，1970年代～1990年代に

かけて，子どものマルトリートメントによる死亡数を

減少させた先進国の1つでもあり2），子どもの虐待予

防対策においても効果的な対策がなされ，そこにおけ

る看護職の活躍も著しいものであると考えられる。し

かし，このような看護i職による育児支援活動の内容に

ついては，ほとんど明らかにされていない。

　わが国においては，子どもの虐待は重大な社会問題

となり，平成12年に児童虐待の防止等に関する法律が

制定されて以降関連法の改正や種々の事業創設等に

より，国レベルでの子どもの虐待予防対策がなされて

きた3）。それにもかかわらず，子どもの虐待通告件数

には減少の兆しがみられず4＞，子どもの虐待死も後を

絶たないのが現状である。子どもの虐待は第4の発達

障がいと呼ばれるように，虐待が子どもの脳に与える

影響は，一般的な発達障がいに認められるものより遙

かに甚大で，かつ広範囲であること5）から，子どもの

健やかな成長・発達を支えるためにも，より効果的な

虐待予防対策を確立することが求められる。
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　本報告では，フィンランドにおける乳幼児の虐待予

防を目的とした育児支援システムと看護職による取り

組みを明らかにし，わが国における虐待予防のための

育児支援のあり方について検討することを目的とし，

面接調査を行った。

1．方 法

　フィンランドにおける虐待予防のための育児支援シ

ステムと看護職者の活動について調査を行った。2006

年に行った第1回目の訪問調査に加え，2010年に第2

回目の訪問調査を実施した。訪問調査の時期および調

査方法，調査の内容については，以下の通りである。

さらに，フィンランド社会保健省，国立社会福祉保健

研究開発センターのホームページ上に公開された資料

や文献からの情報収集も行った。

1．第1回訪問調査

　2006年7月に，フィンランド・タンペレ市にあるネ

ウボラ（マタニティー・チャイルドクリニック），小

児精神科クリニックを訪問し，保健師，看護師，小児

精神科医に対して，母子保健制度と看護職による育児

支援活動について面接調査を行った。

2．第2回訪問調査

　2010年9月に，ブインランド社会保健省，国立社会

福祉保健研究開発センターを訪問し，社会保健省大臣，

研究開発センターの研究者（看護職）に対して，虐待

予防のための育児支援政策について面接調査を行っ

た。

皿．結 果

1．フィンランドの概要

フィンランドの国家概要を示す統計データ

　フィンランドおよび日本の国土・人口動態に関す

るデータ6、10）および経済・社会に関するデータ1112）を

表1に示した。フィンランドの国土面積は，わが国の

国土面積から九州を除いたほどの大きさであるのに対

して，人口は日本の1／24である。また，フィンラン

ドの国民1人当たりのGDPは，わが国よりも高く，

社会保障費，家族・子どもに対する公的支出の額もわ

が国のそれをはるかに上回っている。
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表1　ブインランドおよび日本の基礎データ（2010年）

ブインランド 日本

国土面積 338430km2 3π944km2

人口 538万人 1億2，638万人

年間出生数 6万980人 107万1304人

合計特殊出生率 1．87 1．39

国民1人あたりのGDP 36，015米ドル 33，512米ドル

国民1人あたりの社会保障費
（2009年）

10，5069米ドル 7276．7米ドル

国民1人あたりの家族・

子どもに対する公的支出
（2009年）

1，174．4米ドル 3103米ドル

2．フィンランドの母子保健サービスと看護職による育

　児支援

i．フィンランドの母子保健サービスシステム

　フィンランドは北欧型福祉国家であり，公的な母子

保健サービスが全国的に行き渡っている。フィンラン

ドの母子保健サービスは，Primary　Health　Care　Act

に基づき，自治体が設置しているネウボラ（マタニ

ティー・チャイルドクリニック）より提供されてい

る。ネウボラの運営財源は地方自治体の税収および国

からの補助金であり，ここでのサービス利用料は全て

無料である1314）。成人を対象とした一般の保健医療サー

ビスは一部有料であるのに対し，母子保健サービスの

利用料を全て無料としているのは，「いかなる状況の

子どもであっても平等にサービスを受けられるよう

に」というフィンランド政府の考え方に基づいている。

フィンランドでは，母子保健サービスの利用率は非常

に高く，ほぼ100％の子どもとその家族がサービスを

利用しているという。

　母子保健サービスの対象となるのは，妊娠中から子

どもが7歳になるまでである。ネウボラでのサービス

は，妊産婦健診，乳幼児健診，予防接種および一次医

療，さらには，子ども・家族への情緒支援等，その

サービス内容は多岐にわたっている15）。これらのサー

ビスを担当するのは，主に保健師であるが，医師，助

産師，心理士等の専門職がチームとなってサービスを

提供している。ネウボラにおけるサービスは，妊娠中

に13～15回，子どもが生まれてから1歳になるまでに

10回，1歳以降は年に数回提供されるのが一般的であ

る。サービスを受ける子どもや家族は，保健師の予約

をとってネウボラを訪問することとなる。これらの健

診は，すべて個別健診の形式で行われ，1回の健診・

相談は1家族40分程度であり，健診だけでなく相談の
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ための時間も十分に確保されている。

ii．子どもの虐待予防のための育児支援と看護職の役割

　フィンランドでは，1970年代から，子どもの虐待を

予防する有効な手段として母親や家族のメンタルヘル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ンスケアの重要性が認識されるようになった16）。看護i職

が中心となって虐待予防に取り組み始めたのもこの頃

からである。さらに2000年には，子どもの虐待予防対

策として，European　Early　Promotion　Project（以下，

EEPPと略す）が，フィンランド有数の工業都市であ

るタンペレ市において，フィンランド政府の支援を受

け，研究的に実施された。EEPPは，子どもの心の健

康を促進し，心理的・社会的発達の問題を予防するこ

とを目的として，フィンランドをはじめとするヨー

ロッパ5ヶ国において実施された大規模なプロジェク

トである。EEPPでは，妊娠中から家族のアセスメン

トが繰り返し実施され，家族のニーズに応じた支援が

実施される。愛着理論　ファミリーパートナーシップ

モデルに基づき，親子の心の問題に焦点をあてた支援

方法がEEPPの特徴であり，ネウボラの保健師がサー

ビスの提供者として重要な役割を果たしている。この

プロジェクトの成果を確信したフィンランドの国家元

首は，プロジェクトの成果報告を待たずして，全国に

EEPPが考案した支援システムを取り入れることを国

の方針として打ち出し，プロジェクト終了後もEEPP

によって開発された育児支援が全国のネウボラにおい

て実施されている17）。ネウボラの保健師は，妊産婦健

診，乳幼児健診の機会を利用し，母親の感情に焦点を

あてた話し合いを行っている。虐待のリスクのある家

族を早期発見し，適切な支援に結び付けるだけでなく，

保健師は，妊娠初期から家族との関係性を築き，親子

の愛着形成のための支援を行っている。

　このように，フィンランドでは，非常に早い時期か

ら子どもの虐待問題に取り組んでいるにもかかわら

ず，今日においても子どもの虐待は大きな社会問題と

なっている。こうした問題には，家族形態の多様化，

経済状況の悪化や経済的格差の拡大，アルコールや薬

物乱用の問題といった社会的な要因が複雑に関連して

おり，子どもの虐待問題もより複雑化しているという。

虐待予防のための育児支援は，多岐にわたるネウボラ

での母子保健サービスの1つであるが，こうした社会

的背景をふまえ，虐待予防のための育児支援にますま

すサービスの重点が置かれるようになっている。現

在，保健師の役割は拡大し，親子の関係性だけでなく，
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表2　18歳未満の子どものいる家族の形態（2010年）

家族形態 割合

法的婚姻関係にあるカップルと子ども 623％

法的婚姻関係にないカップルと子ども 17．8％

ひとり親家庭 20．0％

ひとり親家庭のうち母子家庭 17．4％

ひとり親家庭のうち父子家庭 2．5％

複雑な家族背景を捉えた支援技術が求められるように

なっている。

3．子どもの虐待予防に向けた新たな育児支援政策

i．フィンランド国立社会福祉保健研究開発センターと

　その役割

　フィンランド国立社会福祉保健研究開発センター

（以下，STAKESと略す）は，自治体，州，国内，さ

らには国際レベルの政策決定者に対して，社会福祉

保健分野の政策に関連する情報と知識調査研究結

果開発プロジェクト，統計の情報を提供している機

関である。社会保健省の付属機関としての研究機関で

あるが，研究事業に関しては，社会保健省から完全

に独立しており，専門家チームが非常に高いレベル

の学術研究を行っている18・19・　）。母子保健分野において，

質の高い公的サービスが維持されているのも，この

STAKESによる研究開発が大きな役割を果たしてお

り，研究開発においても看護職が活躍している。

ii．フィンランドにおける新たな政策課題

　STAKESの調査20）によると，フィンランドでは，法

的婚姻関係にないカップルと子どもからなる家族ひ

とり親家庭が増えており，このような家族が，18歳未

満の子どものいる家族の約40％を占めている（表2）。

　また，フィンランドでは離婚が多発しており，初婚

の約半数は離婚に至っている。さらに，離婚や離別を

経て，大半の者がまた新たな家庭を求めて再出発して

おり，フィンランドでは，ニューファミリーと呼ばれ

る子連れの再婚家族も珍しくない。このように，フィ

ンランド社会は「核家族化」の段階を過ぎ，「家族の

多様化」といった新たな課題に直面し20，「夫婦と子

どもからなる家族」といった従来の家族概念では家族

の様相を捉えきれなくなっているのが現状である。

iii．　STAKESによる先駆的育児支援政策

　STAKESは，このような「家族の多様化」といっ

た課題に着目し，新たな政策を打ち出した。子どもの

虐待のみならず，子どもとその家族を取り巻くさまざ

Presented by Medical*OnlinePresented by Medical*Online



450

まな問題に対して，早い段階から予防的に対応しよう

と取り組みを始めている。

　社会の変遷にともない，より複雑化した家族の問題

を解決するには，ネウボラだけでなく，さまざまな保

健サービス，福祉サービスの連携が必要不可欠になっ

てきた。このようなことから，子どもと家族に関わる

専門職がより緊密に連携し，家族全体を捉えた効果的

な育児支援サービスが提供できるよう，全ての自治体

にファミリーセンターを設置する構想が打ち出され

た。フィンランドでは，従来子どもやその家族を対

象とした保健サービスや福祉サービスは，それぞれ独

立した機関から提供されていたがこの構想により，

子どもや家族に関わるサービスがファミリーセンター

に集約されるようになった。また，サービスが1施設

に集約されなくとも，ネットワークを形成し，施設問

の連携強化が図られることとなった。このファミリー

センターは，自治体が運営する公的機関であり，看護

師，ソーシャルワーカーをはじめとしたさまざまな専

門職がサービスを提供している。これらはまだ始まっ

たばかりの取り組みであり，効果の検証まではなされ

ていないが，このような新たな政策にフィンランド政

府は多くの公的資金をつぎ込んでいる。フィンランド

社会保健省は，ブインランドの健康指標，社会・経済

的指標がOECD加盟国内でも良い水準にあるのは社

会サービスへの投資の結果であるとの考えの下で，こ

のような予防的政策に多くの費用を投資しているとい

う。

IV．考 察

1．乳幼児の虐待予防のための育児支援システム

　フィンランドでは，乳幼児の虐待予防において，ネ

ウボラを基盤とした公的母子保健サービスシステムが

非常に重要な役割を果たしていることが明らかになっ

た。フィンランドは北欧型社会福祉国家であり，母子

保健サービスは，法に基づき，公的サービスとして全

国的に保障されている。そのサービス利用率はほぼ

100％であることから，全ての子どもと家族に関わる

ことのできる機関として，ネウボラが子どもの虐待予

防に重要な役割を果たしているといえる。また，フィ

ンランドの母子保健サービスや子どもの一次医療サー

ビスはネウボラに集約され，妊娠中から子どもが就学

するまでの切れ目のない支援がここから提供されてい

るため，ネウボラの保健師は，継続的支援を通して，

小児保健研究

家族の潜在的問題を早い段階で見つけ出し，早期介入

を行うことが可能である。このように，徹底して全て

の子どもと家族を支援対象として拾い上げ，必要時に

は適切な支援につなげていくことができる母子保健シ

ステムが，フィンランドの虐待予防の基盤となってい

るものと考えられる。

　わが国においても，母子保健法に基づいた母子保健

サービスが全国的に保障されており22〕，妊娠中から全

ての子どもと家族に関わることのできる育児支援の基

盤は，既に確保されている。その反面，利用者の利便

性から，母子保健サービスの一部は病院へと委託され，

地域における母子保健の機能は衰退しているのも現状

である。両国の母子保健サービスシステムを単に比較

し，サービスの手厚いフィンランドのシステムが優れ

ていると一概に結論付けることは難しい。北欧型福祉

国家として，日本をはじめとする他の福祉国家よりも

多くの公的資金を社会サービスへと費やすことのでき

るフィンランドとわが国とでは，国家の在り方が大き

く異なるからである。また，すべての子どもと家族が

フィンランドのような手厚い母子保健サービスを必要

としているわけでもない。しかし，わが国の地域の保

健機関においては，虐待予防対策として，全対象者把

握から支援の必要な子どもと家族の見極めの重要性が

指摘されているように23），年々深刻化している子ども

の虐待問題を解決に導くためには，既に整備されてい

る地域での支援体制を強化し，全ての子どもとその家

族のニーズを適切に捉え，特別な支援が必要な家族と

そうでない家族を見極めるためのシステム作りが必要

であると考えられる。また，特別な支援が必要な子ど

もと家族については，より早い段階で予防的な支援に

つなげられるような体制作りの必要性が示唆された。

2．虐待予防のための育児支援の新たな方向性と看護職

　の役割

　育児支援先進国であるフィンランドにおいても，子

どもの虐待問題は大きな社会問題となっており，新た

な虐待予防対策として，保健，福祉が連携し，子ども

とその家族全体を捉えた育児支援プロジェクトが実施

されていた。家族の多様化をはじめとする社会の課題

を個人の責任としてではなく政策課題として捉える北

欧的な考え方24）により，このようなプロジェクトが国

家プロジェクトとして展開されている。フィンランド

とわが国では，子どもを取り巻く社会的環境は異なる
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が，家族が多様化し，親子の関係性や愛着に着目した

育児支援だけでは子どもの虐待に関わる問題解決が困

難になっている現状は同じであろう。わが国において

も，今日の子どもの虐待には，アルコール，失業暴

力など家族の問題が大きく関わっていることが指摘さ

れているz5・26）。このように，子どもの虐待予防には母

子という枠組みだけではなく，家族全体を捉えた育児

支援が不可欠である。フィンランドにおいては，ネウ

ボラの保健師が母子保健の最前線で子どもとその家族

に関わり，家族を1つの支援単位として捉え，子ども

の虐待予防活動を実践していくうえで，非常に重要な

役割を果たしていた。わが国でも，地域や医療機関に

おいて母子保健の主な役割を担っているのは，保健師

をはじめとする看護職である。フィンランド政府によ

る新たな取り組みから，虐待予防のための育児支援に

おいては，親子の関係性や愛着に着目した育児支援だ

けではなく，子どもとその家族全体を捉えた育児支援

の重要性が示唆された。それには，子どもや家族と最

も身近な場所で母子保健活動を展開し，家族全体の問

題を見渡すことできる看護職こそが重要な役割を果た

すと考えられる。

V．今後の課題

　本報告では，母子保健分野における看護職の育児支

援活動に着目し，フィンランドにおける乳幼児の虐待

予防のための育児支援システムと看護職による育児支

援活動について面接調査を行った。北欧型社会福祉国

家であるフィンランドは，女性の社会進出も突出して

おり，子育てを国全体で担ってきた歴史があり，福祉・

家族政策においても，母子保健政策と同様に非常に

手厚いものとなっている27，28）。2回目の調査訪問時に，

フィンランド政府の構想として挙がっていた保健・福

祉を連携させるための“ファミリーセンター”につい

ては，その具体的内容と成果まで明らかにすることは

できなかった。子どもの虐待による死亡事例等の検証

結果29）においても，保健・福祉機関の連携強化につい

て提言がなされているように，わが国においても，虐

待予防を推進していくうえで，保健・福祉の連携は非

常に重要な要素であると考えられる。今後は，フィン

ランドにおけるファミリーセンターの取り組みについ

て明らかにし，より効果的な虐待予防対策について，

保健，福祉，家族政策の観点から検討を行っていきた

い○
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〔Summary〕

　The　airn　of　this　study　was　to　clarify　initiatives　by　nurs－

irユg　professionals　and　parenting　support　systems　in　Fin－

1and　aimed　at　prevention　of　child　abuse，　and　to　discuss

preventive　measures　in　Japan，　through　two　field　study

investigations．　Neuvola　is　Finland’s　public　health　system

for　mothers　and　children；it　plays　an　extremely　impor－

tant　role　in　prevention　of　abuse　of　infants　and　is　where

parenting　supPort　is　implemented，　mainly　by　nursing

professionals．　Initiatives　by　nursing　professionals　in　Fin－

larld　suggest　not　only　the　need　for　parenting　support　fo－

cused　orl　parent－child　relationships　and　attachrnent，　but

also　the　importance　of　parenting　support　that　focuses　on

the　child　within　the　whole　family，　as　a　means　of　nursing

support　to　prevent　abuse．　As　measures　to　prevent　abuse

in　Japan，　this　study　suggests　the　need　to　strengthen　re－

gional　supPort　systerns．
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